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　道当局、人事委勧告どおり0.2月凍結を最終回答
　－例年10月の本勧告を受けて、改めて協議の姿勢は最終段階で確保－
　５月18日、17時30分から、地公三者共闘会議（全道庁労連、北教組、自治労道本部）は道当局（高原副知事対応）との最終交渉を持ち、５月11日に道人事委員会より勧告された夏季一時金の0.2月勧告の取り扱いを明らかにした。

道当局は、道職員がこれまで受けてきている勧告にはない独自削減を一切考慮せず、「人事委員会勧告どおり実施し、給与条例について、所要の改正を行う」との最終回答を示してきた。これに対し、地公三者共闘会議は、不当な道当局の姿勢に対し、強く抗議の意志を表明し、給与条例改正のみを取り扱う道議会の開会は認めないと指摘した。

また、この１１年間に受けている独自削減による職員の生活実態に対する認識について、「長期に及ぶ給与の縮減措置により、職員に対し大きな負担をかけていることに対し重く受け止めており、この度の凍結措置による影響もある」との認識を示したことから、地公三者は「勧告どおり実施するなら、独自削減を停止すべきだし、圧縮ぐらいは最低でも秋の本勧告に向けて検討すべき。凍結分の取り扱いについて、責任ある検討を示すべき」と詰め寄った。道当局は「人事委勧告を待って対処するが、縮減措置や凍結分の扱いについては、財政状況の説明に努めるとともに、皆様方と話し合って参りたい」との見解を示させることができた。また、職員の給与に係る課題について（号俸増設など）、解決を求めたところ、道当局は「経過のある事項については、今後も話し合う」との姿勢を示した。
以上の最終回答の内容及び指摘確認事項などを受け、地公三者共闘としては、夏季一時金の0.2月凍結勧告を勧告どおり強行したが、一方において、秋の本勧告が出された時点で、独自削減や凍結分の取り扱いなど、再度協議する方向を示させたものと判断し、今次、一時金の一部凍結勧告に対する取り組みについて、明日（５月19日）に抗議の時間内外の報告集会を開催し、収束することを確認した。
北海道における最終回答は、独自削減の圧縮や削減を配慮した勧告が確保できなかったことなど、極めて情勢的に厳しい環境での取り組みとなった。
本日（５月18日）より、各単組段階における交渉の山場ゾーンとなっているので、交渉状況や妥結結果など、各地本を通じて道本部へ随時報告すること。
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